
 第３号議案  

 

今夏における電力需給確認の試行的な取り組みについて 

（案) 

 

昨年度冬季に発生した電力の需給ひっ迫を踏まえ、高需要期における電力需給を

ｋＷ及びｋＷｈの両面でモニタリングし、情報発信を行う仕組みが求められている。 

また、今夏の需給見通しについても厳気象Ｈ１需要に対して予備率３％の基準は

満たしているものの、全国的に十分な予備力があるとは言えない状況にあり、電源

トラブル等による需給バランス悪化などに備える必要がある。 

かかる状況を踏まえ、現時点でｋＷ及びｋＷｈのモニタリングの具体的な評価手

法等は冬季におけるモニタリングに向けて検討中であるが、現時点で実施可能な情

報収集とその発信を試行的に実施することとし、その結果について下記のとおり当

機関ホームページにて公表する。 

 

記 

 

１．公表内容 

（１）ｋＷ面からの電力確保状況 

 電源トラブル等による供給力変動に関する情報と月別需給バラ

ンスへの影響等 

 供給区域別の各週の最大時需要電力、供給電力及び予備率 

（２）ｋＷｈ面からの電力確保状況 

 需要変動リスクに対する燃料情報を踏まえた評価等 

 

２．公表日（予定） 

 （１）ｋＷ面からの電力確保状況（更新を含む） 

７月８日  ７月第３～５週分のモニタリング結果 

７月１５日 ７月第４～５週分のモニタリング結果 

８月１日  ８月第１～５週分のモニタリング結果 

８月１３日 ８月第３～５週分のモニタリング結果 

 

 （２）ｋＷｈ面からの電力確保状況（更新を含む） 

７月１５日 ７月１日～８月３１日のモニタリング結果 

８月１日  ７月１６日～９月１５日のモニタリング結果 



 

 

８月１３日 ８月１日～９月３０日のモニタリング結果 

 

３．今後の公表の取り扱いについて 

需給状況など必要に応じて柔軟に対応する必要があることから、２．の日程

以外の公表・更新や実務的に必要となる公表内容の修正は計画部長及び運用部

長の決裁とする。 

なお、本取り組みにより電力需給ひっ迫が予見される場合には、需給ひっ迫

警戒本部・需給ひっ迫非常対応本部の設置など対応を行うこととする。 

 

 

以上 

 

 

【参考資料】 

別紙：今夏における電力需給確認の試行的な取り組みについて 



1

今夏における電力需給確認の試行的な取り組みについて

２０２１年７月８日
電力広域的運営推進機関

計画部・運用部

別紙



2１．2021年度夏季における電力需給確認の試行的な取り組みについて

 本機関は、第60回「調整力及び需給バランス評価等に関する委員会」（2021.4.30）での
審議のもと、本年5月に電力需給検証報告書を公表している。

 今夏の需給見通しについては、厳気象H1需要に対して予備率3%の基準は満たすことが確認
できたものの、供給計画で確認している広域的な予備率8%を下回っていること等から、電源ト
ラブル等により需給バランスが悪化する場合に備え、情報発信のあり方について検討するとした。

 今夏においては、需給バランスのモニタリングを試行的に行うとともに、本機関Webサイトで情報
発信していくことを検討しており、その内容について報告する。

出所）電力需給検証報告書（2021年5月）
http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/files/210512_denryokujukyukensho.pdf



3２．kWモニタリング（試行版）について（7月８日公表予定）

 本年5月の需給検証報告とりまとめ後の6月18日時点の厳気象H1需給バランスについて、その
後の供給力の変動を確認

 電源の計画外停止情報を定期的（2回/月程度）に収集し、以下の⾧期・短期レンジにて需
給バランスをモニタリング。
 ＜⾧期レンジ＞（７月～９月の月別バランス）
 厳気象H1需給バランスをもとに、供給力の変動について情報収集し、想定以上に大規
模な供給力減があった場合には供給力不足が生じる恐れがないか確認。

 ＜短期レンジ＞（1か月程度先までの週別バランス）
 系統情報システムで公表している需給バランスのうち、需要を需給検証で想定している
厳気象H1需要に置き換え、必要な供給力が確保できているか、週単位での需給バラ
ンスを予備率として評価。

7月 8月

♦6/18 週別に細分化

♦7/8（第3~5週）
（短期レンジ）

（⾧期レンジ）

＜7月分＞
♦7/15（第4~5週）

♦8/1（第1~5週）

•公表予定日は仮
•9月の実施は状況を踏まえて判断
•計画外停止情報等も適宜反映

♦8/12（第3~5週）
＜8月分＞



4３．kWhモニタリング（試行版）について（7月中旬から結果公表）
 kＷhモニタリングは昨年度冬に発生したkWh（電力量）不足に対応するため、 kWh（電力量）不
足が発生する前段階で２か月程度の燃料計画等の情報を収集し事前にリスクを察知するための取り
組みです。

 今夏のkWhモニタリングは冬の本格実施に向けて試行的に実施します。適切な情報発信が実現できる
ように、試行において、データの収集範囲の特定と情報の整理方法、気温の変化によるリスク算定の
妥当性、情報発信の方法などについて検証を行い、改善をしてまいります。

エリアリスク需要（イメージ図）

：エリアリスク需要(0.5℃変化)
：エリア需要(通常)
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要

：エリアリスク需要(1℃変化) 運用目標上限
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燃料計画に基づくkWh余力（イメージ図）

基準線 0.5℃変化リスク 1,0℃変化リスク

kＷhモニタリング（試行版）で実施する分析

①気温変動による需要増を算定

②需要増リスクをkWhの変動に変換

③気温変化リスク線最下点と
燃料運用下限の差（余力）を分析

今回のkＷhモニタリング結果の公表

kWhグラフは非公表とし、上記③で確認された余力を期間中の想定需要に対してどの程度確保できているか公表



5（参考）Webサイトでの情報発信

 本機関Webサイトの新着・更新情報にて情報発信。（バーナー追加も検討）
 kWh確保に係る情報は、燃料調達価格への影響等に配慮して実施する。



6

参考資料１

kWモニタリング初回公表内容（案）（7月８日予定）



7夏季の厳気象H1の月別需給バランス

 夏の需給検証（6/18以降）に、鹿島火力のトラブル停止、松浦火力・東扇島火力等の補
修停止延⾧などの供給力が減少が発生している。
（7月:▲153万kW、8月:▲51万kW、9月:▲156万kW）
 これにより、現時点で７月～９月の月別の予備率が３％を下回るエリアはないが、広域機関で
は更なる電源トラブルなど供給力低下を注視していくこととする。



810年１回程度の猛暑需要が発生した場合の需給状況のkW面確認の前提

【需要（最大電力）】
 通常、各一般送配電事業者が月間で採用している最大電力の考え方（最大３日平均電力）とは異なり、
気温が高くなるリスクを想定し、過去10年の中で最も猛暑だった年度並みの気象を前提とした需要（以下
「猛暑Ｈ１需要」という）とする。

 過去の最大需要の実績より、各エリアで最大需要を記録する日時が必ずしも一致していない点を考慮した*。
（電力需給検証の「不等時性」の処理*と同様に各エリアの猛暑H1需要を割り引いた）
*エリアのまとまり（以下「ブロック」という）を設定し、「ブロックの最大需要」と「ブロックを構成する各エリアの需要の合計」から
ブロックとしてみた需要とエリア単位でみた需要の合計との差から、需要減少率をブロックごとに決め、各エリアの猛暑H1需要
からブロックの需要減少率分だけ需要を割り引いたものとする。

【供給力】
 毎月末に、各一般送配電事業者より当機関に提出される月間計画（当機関の系統情報システムにて週
毎に公表）の供給力に、提出以降の計画外停止による供給力変化を反映した上で、電源Ⅰ´*及び火力
増出力分を加えた量を供給力として見込む。なお、需給検証では電源の補修による供給力減分を月平均
値で算出しているに対して、月間計画では、電源の補修による供給力減分は、電源の補修期間を考慮して
算出している。
*容量市場が開設されるまでの供給力確保策として、過去10年の中で最も猛暑・厳寒であった年度並みの気象を前提とし
た需要（厳気象H1需要）において、平均的な電源トラブルやそれを一定程度上回る供給力低下が発生しても、国からの
特別な要請に基づく節電に期待する（場合によっては計画停電に至る）といった状況に陥らないようにすることを主な目的と
した、供給力等のこと

 相対契約等で連系線を介した取引分については、地域間連系線を活用して、予備率の高いエリアから低い
エリアへ、各エリアの予備率が均平化するように供給力を振り替える。

 直近の供給力変化（計画外停止分）を反映することから、突発的な事故や計画になかった緊急補修等を
考慮した供給力減少分（計画外停止率2.6%）は織り込んでいない。



910年１回程度の猛暑需要が発生した場合の需給状況のkＷ面の確認方法

【確認の考え方】（「電力需給検証報告書」との関係）
 広域機関で実施・公表している「電力需給検証報告書」では、過去10年間で最も厳寒となっ
た年度並みの気象条件となり、一定の電源の計画外停止が発生した場合でも、電源Ⅰ´・火
力増出力運転・連系線の活用により、全国で安定的な電力供給に必要な予備率3%を確保
できているかを確認する。

 今回試行的に取り組む「kW面の確認」は、上記報告後から需要期に近づくにつれ刻々変化
する状況をモニタリングできるよう、以下の２点を考慮している。
 「月別の需給バランスの確認」に加え「週別の需給バランスの確認」としたこと。
 計画外停止は一定量を織り込むのではなく、最新の電源情報等を考慮した直近の供給力
変化（計画外停止分）を反映すること。

 上記の試行的な取り組みを行った上での電力需給バランスについて、「電力需給検証報告書」
での評価基準と同様に、全国で安定的な電力供給の目安となる予備率3%を確保を引き続
き確認するものとした。



10（参考）本取り組みの予備率の見方について

 「本取り組みのkW面の予備率」と、「系統情報システムで公表している予備率」は、想定需要
の相違により、異なる値となっていることにご留意いただきたい。
 「本取り組みのkW面の予備率」は、猛暑リスクへの備えとして、10年１回程度の猛暑を想定した
高需要に基づいて算出した広域予備率※である。

 一方、「系統情報システムで公表している予備率」は、至近の気象予測から想定した需要に基づ
いて算定しており、現時点での気象予測は平年並みのため、本取り組みの「kW面の予備率」より
高くなっている。例えば、気象予測から想定した7月第3週需要は、10年１回程度の猛暑高需要
に比べて10%以上低いため、広域予備率*が17%以上となっている。

*各一般送配電事業者が算出しているエリアの予備率ではなく、連系線の混雑がない範囲(広域ブロック)の広域的な予備率。

 「調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（第62回）」の資料7で示した厳気象H1バ
ランスでの7月の予備率5.0～6.2%（東北～九州エリア）に対して、次スライドの７月第３週
の予備率4.0%となっていることの算定上の違いは、前者が、電源の補修による供給力減分を
月平均値で算出しているに対して、後者は、実際に第3週で実施する電源補修量を計上してい
る**ため、月平均（前者）に比べて供給力が減となっていることによるものである。
**第4,5週の梅雨明けの高需要に備え、第3週までに定期点検などの補修が完了する電源が多いため

需給検証 夏季の電力需給確認
の試行的な取り組み 系統情報システム

需要 10年１回程度の猛暑需要 至近の気象予報から想定
した需要

予備率の見方 リスク対応としての予備率 至近の情報に基づく
予備率



11７月第３週 10年１回程度の猛暑需要が発生した場合の需給状況
（2021年７月８日策定）
＜kW面からの確認＞
 ７月第３週に、仮に10年１回程度の猛暑需要（猛暑H1需
要）が発生した場合でも、東北～九州エリアの予備率は4.0％で
あり、安定運用の目安になる3.0％は確保できている。

 第４、５週の梅雨明けの高需要に備え、発電所の定期点検など
を実施しており、供給力が低下している。このため仮に猛暑Ｈ１需
要が発生した場合の予備率としては低くなっている。

 広域機関では、急激な気温上昇による需要増や電源の計画外
停止による供給力の減少が需給ひっ迫に繋がらないか引き続き注
視していく。

北海道
（予備率：19.6%）

供給力 ： ５２９
猛暑Ｈ１需要 ： ４４２

東北
（予備率：4.0%）

東京
（予備率：4.0%）

供給力 ： １３３９
猛暑Ｈ１需要 ： １２８７

供給力 ： ５７４８
猛暑Ｈ１需要 ： ５５２７

供給力 ： ２６７１
猛暑Ｈ１需要 ： ２５６８

供給力 ： ５２４
猛暑Ｈ１需要 ： ５０３

供給力 ： ２９３６
猛暑Ｈ１需要 ： ２８２３

供給力 ： １１１９
猛暑Ｈ１需要 ： １０７６

供給力 ： ５３２
猛暑Ｈ１需要 ： ５１２

供給力 ： １６７７
猛暑Ｈ１需要 ： １６１３

北陸
（予備率：4.0%）

中部
（予備率：4.0%）

関西
（予備率：4.0%）

中国
（予備率：4.0%）

四国
（予備率：4.0%）

九州
（予備率：4.0%）

【単位：万kW】

沖縄
（予備率19.3%）

供給力 ： １８５
猛暑Ｈ１需要 ： １５５

系統情報サービス公表している7月10日
~16日の通常の需給状況においては、試
行的に始めている広域予備率（週間の
値:試算値）によれば17%以上は確保
できている



12７月第４週 10年１回程度の猛暑需要が発生した場合の需給状況
（2021年７月８日策定）

北海道
（予備率：19.6%）

供給力 ： ５２９
猛暑Ｈ１需要 ： ４４２

東北
（予備率：7.1%）

東京
（予備率：7.1%）

供給力 ： １３７９
猛暑Ｈ１需要 ： １２８７

供給力 ： ５９２１
猛暑Ｈ１需要 ： ５５２７

供給力 ： ２７５１
猛暑Ｈ１需要 ： ２５６８

供給力 ： ５３９
猛暑Ｈ１需要 ： ５０３

供給力 ： ３０２４
猛暑Ｈ１需要 ： ２８２３

供給力 ： １１５３
猛暑Ｈ１需要 ： １０７６

供給力 ： ５４８
猛暑Ｈ１需要 ： ５１２

供給力 ： １７２８
猛暑Ｈ１需要 ： １６１３

北陸
（予備率：7.1%）

中部
（予備率：7.1%）

関西
（予備率：7.1%）

中国
（予備率：7.1%）

四国
（予備率：7.1%）

九州
（予備率：7.1%）

【単位：万kW】

＜kW面からの確認＞
 ７月第４週に10年１回程度の猛暑需要（猛暑H1需要）が
発生した場合には、供給力が前週から９エリア計で498万kW増
えたことにより東北～九州エリアの予備率は、7.1％となっている。

 広域機関では、梅雨明けも想定されていることから急激な気温上
昇による需要増や電源の計画外停止による供給力の減少が需
給ひっ迫に繋がらないか引き続き注視していく。

沖縄
（予備率19.3%）

供給力 ： １８５
猛暑Ｈ１需要 ： １５５



13７月第５週 10年１回程度の猛暑需要が発生した場合の需給状況
（2021年７月８日策定）

北海道
（予備率：19.6%）

供給力 ： ５２９
猛暑Ｈ１需要 ： ４４２

東北
（予備率：7.4%）

東京
（予備率：7.4%）

供給力 ： １４１６
猛暑Ｈ１需要 ： １３１８

供給力 ： ６００３
猛暑Ｈ１需要 ： ５５８８

供給力 ： ２７８９
猛暑Ｈ１需要 ： ２５９７

供給力 ： ５４７
猛暑Ｈ１需要 ： ５０９

供給力 ： ３０６６
猛暑Ｈ１需要 ： ２８５４

供給力 ： １１６８
猛暑Ｈ１需要 ： １０８８

供給力 ： ５５６
猛暑Ｈ１需要 ： ５１７

供給力 ： １７５２
猛暑Ｈ１需要 ： １６３１

北陸
（予備率：7.4%）

中部
（予備率：7.4%）

関西
（予備率：7.4%）

中国
（予備率：7.4%）

四国
（予備率：7.4%）

九州
（予備率：7.4%）

【単位：万kW】

＜kW面からの確認＞
 ７月第５週に、10年１回程度の猛暑需要（猛暑H1需要）が
発生した場合には、供給力が前週から９エリア計で252万kW増
えたことにより、東北～九州エリアの予備率は7.4％となっている。

 広域機関では、梅雨明け後の急激な気温上昇による需要増や
電源の計画外停止による供給力の減少が需給ひっ迫に繋がらな
いか引き続き注視していく。

沖縄
（予備率28.4%）

供給力 ： １９９
猛暑Ｈ１需要 ： １５５
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参考資料２

kWhモニタリング初回公表（7月15日予定）イメージ



157/1～8/31のkWhモニタリング（試行版）の結果について（案）

 7/1～８/31を対象期間としてkWhモニタリングを実施。現時点で気温上昇リスクを想定した
場合でも余力を確保している。

対象期間 余力（GWh） 日電力量比（％）

7/1～7/31
基準線

0.5℃リスク線

1.0℃リスク線

8/1～8/30
基準線

0.5℃リスク線

1.0℃リスク線
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